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米・イスラエルによるイラン攻撃のわが国への影響と今後求められる対応
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（１）２月28日、米国とイスラエルがイランを攻撃。報復として、イランがイスラエルや米軍が駐留す
る周辺国を攻撃するなど、中東情勢が緊迫化。多くの船舶が、原油・液化天然ガス（ＬＮＧ）等
の輸送の要衝であるホルムズ海峡の航行を避けており、同海峡は「事実上の封鎖」状態。

（２）中東の原油供給が大きく下振れる当社の最悪ケースでは、原油価格は１バレル120ドルに。原油
価格の高騰は、ガソリンや軽油、灯油等の石油製品価格に加えて、原油価格に連動するＬＮＧの
輸入価格も上昇させ、ガス・電気代にも波及。さらに、エネルギーコストの増大は、様々な財・
サービスの価格上昇にもつながり、わが国全体のインフレ圧力に。

（３）わが国には石油備蓄・ＬＮＧ在庫があり、当面は供給可能ながら、中東からの原油・ＬＮＧ輸入
が困難な状況が続き、石油備蓄等が枯渇すれば、わが国経済への悪影響は深刻化。試算では、中
東からの原油・ＬＮＧ輸入が途絶すると、わが国の石油備蓄等は約260日で払底（図表２）、電
気・ガス業や製造業を中心に減産圧力が高まり、ＧＤＰを▲３％弱下押し（図表３）。

（４）中東情勢の先行きは不透明であり、わが国政府・企業は、中東からの原油・ＬＮＧ輸入制約の長
期化も想定して、代替調達などに向けた対応が急務（図表４）。長期的な観点では、国内の石油
備蓄等の強化や周辺国も含めた広域備蓄制度の整備のほか、グリーントランスフォーメーション
（ＧＸ）の推進によって化石燃料依存を低減させて、供給ショックへの耐性を高めることも重要。
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（図表１）原油価格とわが国の原油・LNG輸入価格

（資料）Bloomberg L.P.、財務省を基に日本総研作成
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（図表４）わが国に求められる対応策
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（図表２）中東産石油・LNGの輸入途絶時に

足元の石油備蓄・LNG在庫で賄える日数

（資料）資源エネルギー庁、財務省、JOGMECを基に日本総研作成

（注）石油備蓄量（25年12月末）、国内LNG在庫量（25年10月末）

を中東産石油・LNGの1日当たり輸入数量（25年）で除して算出。

LNG在庫量はJOGMEC公表値（ガス事業用と発電燃料用の合算）。

（資料）日本総研作成

時間軸 求められる取り組み

短期

＜輸入制約の長期化を想定した対応＞

✓石油備蓄等を取り崩して供給を維持しつつ、

　 代替調達等に向けた関係国との交渉

　 ⇒当面の石油・LNG不足を回避

中長期

＜今次危機が沈静化しても必要な対応＞

✓石油備蓄等の引き上げや、東・東南アジア

　 等との広域備蓄制度の整備

✓GX推進等による化石燃料依存からの脱却

　 ⇒化石燃料供給ショックへの耐性強化
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（図表３）最悪ケースが生じた場合に

わが国ＧＤＰに及ぼす影響（産業別）

（資料）佐野・長町［2022］「供給ショックの生産・雇用への波及に関する

分析フレームワークの提案」RIETI Policy Discussion Paper 

Series 22-P-008、総務省、財務省を基に日本総研作成

（注）最悪ケースは、中東からの原油・天然ガス・石炭輸入が全て途絶し、石

油備蓄・ガス在庫も払底した場合。佐野・長町［2022］の方法論に

基づく産業連関分析（前方連関分析）の結果を図示。


